
大阪市立幼稚園運営規程 

 

番号 園  名 番号 園  名 

１ 菅南幼稚園 27 姫島幼稚園 

２ 滝川幼稚園 28 野里幼稚園 

３ 中大淀幼稚園 29 大和田幼稚園 

４ 桜宮幼稚園 30 西中島幼稚園 

５ 西野田幼稚園 31 田川幼稚園 

６ 貫江田幼稚園 32 新高幼稚園 

７ 海老江西幼稚園 33 今里幼稚園 

８ 伝法幼稚園 34 東小橋幼稚園 

９ 愛珠幼稚園 35 北中道幼稚園 

10 銅座幼稚園 36 東中本幼稚園 

11 玉造幼稚園 37 鶴橋幼稚園 

12 中大江幼稚園 38 旭東幼稚園 

13 桃園幼稚園 39 鯰江幼稚園 

14 南幼稚園 40 城東幼稚園 

15 九条幼稚園 41 榎本幼稚園 

16 靱幼稚園 42 常盤幼稚園 

17 日吉幼稚園 43 粉浜幼稚園 

18 三先幼稚園 44 住吉幼稚園 

19 三軒家西幼稚園 45 墨江幼稚園 

20 五条幼稚園 46 長吉幼稚園 

21 真田山幼稚園 47 長吉第二幼稚園 

22 味原幼稚園 48 瓜破北幼稚園 

23 大江幼稚園 49 加美北幼稚園 

24 生魂幼稚園 50 玉出幼稚園 

25 日東幼稚園 51 天下茶屋幼稚園 

26 立葉幼稚園  



 

 

大阪市立菅南幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立菅南幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適切な

環境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時から午後 2時 30分（水曜日のみ午前 11時 30分） 

 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 3才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

  



 

 

大阪市立滝川幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立滝川幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適切な

環境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時から午後 2時 30分（水曜日のみ午前 11時 30分） 

 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 3才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

  



 

 

大阪市立中大淀幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立中大淀幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適切

な環境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時から午後 2時 30分（水曜日のみ午前 11時 30分） 

 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 4才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

  



 

 

大阪市立桜宮幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立桜宮幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適切な

環境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時から午後 2時 30分（水曜日のみ午前 11時 30分） 

 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 3才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならいない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

  



 

 

大阪市立西野田幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立西野田幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適切

な環境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時から午後 2時 30分（水曜日のみ午前 11時 30分） 

 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 4才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならいない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

  



 

 

大阪市立貫江田幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立貫江田幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適切

な環境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時から午後 2時 30分（水曜日のみ午前 11時 30分） 

 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 4才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならいない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

 

  



 

 

大阪市立海老江西幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立海老江西幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適

切な環境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時から午後 2時 30分（水曜日のみ午前 11時 30分） 

 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 4才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならいない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

  



 

 

大阪市立伝法幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立伝法幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適切な

環境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時から午後 2時 30分（水曜日のみ午前 11時 30分） 

 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 3才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならいない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 28年 10月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

 

  



 

 

大阪市立愛珠幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立愛珠幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適切な

環境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時から午後 2時 30分（水曜日のみ午前 11時 30分） 

 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 3才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならいない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

 

  



 

 

大阪市立銅座幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立銅座幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適切な

環境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 8時 40分から午後 2時 30分 

（水曜日のみ午前 11時 30分） 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 3才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならいない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

 

  



 

 

大阪市立玉造幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立玉造幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適切な

環境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時から午後 2時 30分（水曜日のみ午前 11時 30分） 

 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 3才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならいない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

 



 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

 

  



 

 

大阪市立中大江幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立中大江幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適切

な環境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時から午後 2時 30分 

（水曜日のみ午前 11時 30分） 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 3才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならいない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

 

  



 

 

大阪市立桃園幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立桃園幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適切な

環境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時から午後 2時 30分 

（水曜日のみ午前 11時 30分） 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 4才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならいない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 28年 10月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

  



 

 

大阪市立南幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立南幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適切な環

境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時から午後 2時 30分（水曜日のみ午前 11時 30分） 

 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 3才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならいない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 28年 4月 1日より施行する。 

 



 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

 

  



 

 

大阪市立九条幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立九条幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適切な

環境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時から午後 2時 30分（水曜日のみ午前 11時 30分） 

 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 4才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならいない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

 

  



 

 

大阪市立靱幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立靱幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適切な環

境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時から午後 2時 30分（水曜日のみ午前 11時 30分） 

 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 3才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならいない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

 

  



 

 

大阪市立日吉幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立日吉幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適切な

環境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時 00分から午後 2時 30分 

（水曜日のみ午前 11時 30分） 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 3才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならいない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 28年 4月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

  



 

 

大阪市立三先幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立三先幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適切な

環境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時から午後 2時 30分（水曜日のみ午前 11時 30分） 

 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 3才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならいない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 28年 4月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

  



 

 

大阪市立三軒家西幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立三軒家西幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適

切な環境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時から午後 2時 30分（水曜日のみ午前 11時 30分） 

 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 3才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならいない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 28年 4月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

 

  



 

 

大阪市立五条幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立五条幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適切な

環境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時から午後 2時 30分（水曜日のみ午前 11時 30分） 

 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 3才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならいない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

  



 

 

大阪市立真田山幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立真田山幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適切

な環境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、主任、教員、養護教諭、非常勤嘱託員、事業担当主事、園医、

薬剤師を置き、その員数は別表１のとおりとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時 00分から午後 2時 30分 

（水曜日のみ午前 11時 30分） 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 3才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならいない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 28年 4月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

 

  



 

 

大阪市立味原幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立味原幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適切な

環境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時から午後 2時 30分（水曜日のみ午前 11時 30分） 

 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 3才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならいない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

  



 

 

大阪市立大江幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立大江幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適切な

環境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時から午後 2時 30分（水曜日のみ午前 11時 30分） 

 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 3才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならいない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

 

  



 

 

大阪市立生魂幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立生魂幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適切な

環境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時から午後 2時 30分（水曜日のみ午前 11時 30分） 

 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 3才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならいない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

 

  



 

 

大阪市立日東幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立日東幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適切な

環境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時から午後 2時 30分（水曜日のみ午前 11時 30分） 

 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 3才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならいない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

 

  



 

 

大阪市立立葉幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立立葉幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適切な

環境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時から午後 2時 30分（水曜日のみ午前 11時 30分） 

 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 3才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならいない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

  



 

 

大阪市立姫島幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立姫島幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適切な

環境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時から午後 2時 30分（水曜日のみ午前 11時 30分） 

 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 3才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならいない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 28年 10月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

  



 

 

大阪市立野里幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立野里幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適切な

環境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時から午後 2時 30分（水曜日のみ午前 11時 30分） 

 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 4才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならいない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規定は、平成 28年 10月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

 

  



 

 

 大阪市立大和田幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立大和田幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適切

な環境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 8時 45分から午後 2時 30分 

（水曜日のみ午前 11時 30分） 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 4才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならいない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

  



 

 

大阪市立西中島幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立西中島幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適切

な環境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時から午後 2時 30分（水曜日のみ午前 11時 30分） 

 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 3才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

  



 

 

大阪市立田川幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立田川幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適切な

環境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時から午後 2時 30分（水曜日のみ午前 11時 30分） 

 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 4才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならいない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

  



 

 

大阪市立新高幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立新高幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適切な

環境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時から午後 2時 30分（水曜日のみ午前 11時 30分） 

 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 4才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならいない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

 

 

  



 

 

大阪市立今里幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立今里幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適切な

環境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時から午後 2時 30分（水曜日のみ午前 11時 30分） 

 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 4才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならいない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

 

  



 

 

大阪市立東小橋幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立東小橋幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適切

な環境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時から午後 2時 30分（水曜日のみ午前 11時 30分） 

 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 3才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならいない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

 

 

  



 

 

大阪市立北中道幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立北中道幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適切

な環境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時から午後 2時 30分（水曜日のみ午前 11時 30分） 

 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 3才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならいない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

 

  



 

 

大阪市立東中本幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立東中本幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適切

な環境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時から午後 2時 30分（水曜日のみ午前 11時 30分） 

 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 4才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならいない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

  



 

 

大阪市立鶴橋幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立鶴橋幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適切な

環境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時から午後 2時 30分（水曜日のみ午前 11時 40分） 

 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 4才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならいない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

 

  



 

 

大阪市立旭東幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立旭東幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適切な

環境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時から午後 2時 30分（水曜日のみ午前 11時 30分） 

 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 4才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならいない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

  



 

 

大阪市立鯰江幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立鯰江幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適切な

環境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時から午後 2時 30分（水曜日のみ午前 11時 30分） 

 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 4才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならいない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

 

 

  



 

 

大阪市立城東幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立城東幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適切な

環境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時から午後 2時 30分（水曜日のみ午前 11時 40分） 

 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 3才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならいない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

  



 

 

大阪市立榎本幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立榎本幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適切な

環境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時から午後 2時 30分（水曜日のみ午前 11時 30分） 

 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 4才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

 

  



 

 

大阪市立常盤幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立常盤幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適切な

環境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時 00分から午後 2時 30分 

（水曜のみ午前 11時 30分） 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 3才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならいない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 28年 4月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

  



 

 

大阪市立粉浜幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立粉浜幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適切な

環境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時から午後 2時 30分（水曜日のみ午前 11時 30分） 

 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 4才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならいない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

 

 

  



 

 

大阪市立住吉幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立住吉幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適切な

環境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時から午後 2時 30分（水曜日のみ午前 11時 30分） 

 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 3才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならいない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 28年 4月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

 

  



 

 

大阪市立墨江幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立墨江幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適切な

環境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時から午後 2時 30分（水曜日のみ午前 11時 30分） 

 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 4才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならいない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

 

  



 

 

大阪市立長吉幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立長吉幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適切な

環境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時から午後 2時 30分（水曜日のみ午前 11時 30分） 

 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 4才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならいない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

 

  



 

 

大阪市立長吉第二幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立長吉第二幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適

切な環境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時から午後 2時 30分（水曜日のみ午前 11時 30分） 

 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 3才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならいない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

 

  



 

 

大阪市立瓜破北幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立瓜破北幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適切

な環境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時から午後 2時 30分（水曜日のみ午前 11時 30分） 

 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 3才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならいない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

 

  



 

 

大阪市立加美北幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立加美北（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適切な環境

を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時から午後 2時 30分（水曜日のみ午前 11時 30分） 

 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 4才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならいない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 28年 4月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

  



 

 

大阪市立玉出幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立玉出幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適切な

環境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時から午後 2時 30分（水曜日は午前 11時 30分） 

 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 3才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならいない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

 

  



 

 

大阪市立天下茶屋幼稚園運営規程 

 

平成 27年 4月 1日制定 

（施設の目的及び運営の方針） 

第 1条 大阪市立天下茶屋幼稚園（以下「幼稚園」という。）の目的は、幼児を保育し、適

切な環境を与えて、その心身の発達を助長することとする。 

2 幼稚園は、教育基本法（平成 18年法律第 120号）、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）

及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）その他の関係法令を遵守して運営

する。 

 

（提供する教育の内容） 

第 2 条 幼稚園の教育課程その他の教育の内容は、幼稚園教育要領に基づいて、園長が編

成したものとする。 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 3 条 幼稚園に、園長、教員、園医その他必要な職員を置き、その員数は別表１のとお

りとする。 

2 前項の職員の職務は、学校教育法その他の関係法令の定めるところによる。 

 

（教育を行う日及び時間等） 

第 4条 幼稚園の教育を行う日については、下記のとおりとする。 

（1）学年は、4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。 

（2）学年を次のとおりに分ける。 

  第 1学期 4月 1日から 8月 24日まで 

  第 2学期 8月 25日から 12月 31日まで 

  第 3学期 翌年 1月 1日から 3月 31日まで 

2 休業日は、次のとおりとする。 

（1）国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

（2）日曜日及び土曜日 

（3）夏季休業日 7月 21日から 8月 24日まで 

（4）冬季休業日 12月 25日から翌年 1月 7日まで 

（5）春季休業日 3月 25日から 4月 7日まで 

3 特に必要があるときは、前項のほかに休業日を別に定め、又は休業日と授業日を振り替

えることがある。 

4 教育を行う時間は下記のとおりとする。 

 教育課程に係る教育時間 午前 9時から午後 2時 30分（水曜日のみ午前 11時 40分） 

 

 



 

 

（保育料等） 

第 5 条 幼稚園においては、大阪市子ども・子育て支援法施行細則において規定される利

用者負担額（以下、「保育料」という。）を保護者から徴収する。 

2 幼稚園においては、保育料のほか別表 2に定めるとおり実費を徴収する。 

 

（定員） 

第 6条 幼稚園の子ども・子育て支援法第 31条第 1項の利用定員は別表 3に定めるとおり

とする。 

 

（入園及び退園に関する事項） 

第 7 条 幼稚園に入園する時期は、毎学年の始めとする。ただし、臨時に入園を許可する

ことがある。 

2 幼稚園に入園することのできる者は、本市に住所を有する者で満 3才以上学齢の始期に

達するまでの幼児とする。 

3 入園しようとするときは、所定の願書により原則 30 日前までに園長に願い出なければ

ならいない。 

4 園長は、入園を許可したときは、当該許可を受けた者に対して、入園許可書を交付する。 

5 退園しようとするときは、所定の願書により園長に願い出なければならない。 

6 一斉募集の際に、募集を上回る入園申し込みがあった場合については、抽選による選考

を行う。 

7 前項の選考の方法その他入園に必要な手続は、毎年度、募集要項を定めて明示する。 

 

（緊急時における対応方法及び非常災害対策） 

第 8条 幼稚園においては、幼児の安全の確保を図るため、学校保健安全法（昭和 33年法

律第 56号）第 27条及び第 29条第 1項の規定に従い、警備及び防災の計画を作成し、避

難・防災訓練等を行う。 

2 幼稚園は、学校保健安全法第 30 条に従い、市町村、保護者等への連絡、警察署その他

の関係機関との連携を図る。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 9 条 幼稚園は、幼児に対する虐待を防止するため、教職員に対する研修を定期的に行

う。 

 

附則 

本規程は、平成 27年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 29年 4月 1日より施行する。 

 



 

 

附則 

本規程は、平成 30年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、平成 31年 4月 1日より施行する。 

附則 

本規程は、令和 2年 4月 1日より施行する。 

 


